
平成１９年度 財団法人紀南環境整備公社

第７回理事会・第５回評議員会 合同会議

次 第

日時：平成 20 年 3 月 27 日（木）13:30 ～

場所：和歌山県立情報交流センター（Big・U）

１ 開会

２ 理事長挨拶

３ 議長選出

４ 議事録署名人選出

５ 議事

第 ９ 号議案 平成２０年度財団法人紀南環境整備公社事業計画について

第１０号議案 平成２０年度財団法人紀南環境整備公社会計収支予算について

第１１号議案 任期満了に伴う財団法人紀南環境整備公社役員の選任について

６ その他

７ 閉会



平成１９年度
第７回理事会・第５回評議員会

合同会議

議案書

平成２０年３月２７日（木）

財団法人紀南環境整備公社



目 次

第 ９ 号議案 平成２０年度財団法人紀南環境整備公社事業計画について

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

第１０号議案 平成２０年度財団法人紀南環境整備公社会計収支予算について

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

第１１号議案 任期満了に伴う財団法人紀南環境整備公社役員の選任について

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５



- 1 -

第９号議案

平成２０年度財団法人紀南環境整備公社事業計画について

平成２０年度財団法人紀南環境整備公社事業計画については、次のとおりとする。

平成２０年３月２７日提出

財団法人紀南環境整備公社

理事長 真 砂 充 敏

平 成 ２ ０ 年 度 事 業 計 画

（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日まで）

１ 基本方針

紀南地域は、一般廃棄物、産業廃棄物ともに最終処分機能が不足し、県外処理に依存

している状況にあり、地域内に残るいくつかの最終処分場についても、早晩、埋立が完

了する見込みであることから、最終処分場確保対策は喫緊の課題である。

当公社は、この課題解決のために設立され、広域廃棄物最終処分場整備事業に取り組

んでおり、５箇所に絞り込んだ最終処分場建設候補地を平成 18 年 4 月に公表するとと

もに、建設用地選定のための現地調査の実施に向け取り組みを進めてきた。

しかしながら、建設用地選定作業が遅延しており、当初計画よりも相当ずれ込んでき

ているという状況にある。

これは、地域内の既存最終処分場の残余年数を考えると、一刻の猶予もない切羽詰ま

った状況にあり、現に県外処理を行っている自治体や事業者にとっても、処理料金の高

騰やいつ搬入を止められるかも分からないという極めて不安定な状態をいたずらに引き

延ばすことは許されない。

そのためにも、建設用地選定のための現地調査に早期に着手するため、関係自治体等

と十分連携しながら、取り組みを進めていく。

なお、公社事業を円滑に進めるためには、関係団体や地域住民の理解を得ることが重

要なことであり、公社としては「紀南地域廃棄物適正処理検討委員会」及び「紀南の最

終処分場を考える委員会」の答申や提言を踏まえ、建設用地選定の段階に当たっては、

昨年 3 月 24 日開催の平成 18 年度第３回理事会・評議員会合同会議で確認された「建設

用地選定の基本姿勢」を充分尊重しながら、取り組みを進めていく。

２ 事業計画

（１）広域廃棄物最終処分場整備事業

現地調査の早期着手に向けて、住民説明会等の合意形成に係る諸事業を実施する。ま
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た、最終処分場整備のための基本構想の策定及び各種計画の検討を行う。

① 住民説明会等、合意形成に係る諸事業の実施

関係自治体等と十分連携しながら、住民説明会等を行うとともに、現地調査の方

法や必要な追加調査の項目及び方法等について、専門家等のアドバイスを受けなが

ら検討を実施する。

② 最終処分場整備に関する基本構想の策定及び各種計画の検討

・最終処分場整備基本構想の検討・策定

・最終処分場整備計画の検討及び調査

（２）循環型社会構築に係る普及啓発事業

紀南地域廃棄物適正処理検討委員会答申「紀南地域の廃棄物処理に係る適正処理方針」

の達成を目指し、市町村、事業者と連携し必要な事業を実施する。

① 公社 PR 用 DVD を活用した住民学習会等の開催

② 市町村広報紙や業界団体機関紙による啓発記事の掲載

③ ホームページの運営、各種情報の発信

④ 地区・町内会あるいは各種団体、業界関係団体等との懇談会の開催

（３）その他

本年 12 月 1 日に公益法人制度改革に係る法律が施行されることに伴い、理事会、評

議員及び評議員会などの組織形態等の見直しや新しい定款案の作成等、新制度への移行

のための研究・検討及び各種の移行準備作業を行う。

※公益法人制度改革については、別紙参考資料「新公益法人制度のあらまし」参照

３ 組織

財団法人紀南環境整備公社組織機構（平成２０年４月１日現在）

理事会（理事９名）

理 事 長 評議員会（１８名）

副理事長 調整会議 事業推進会議

監事（２名） （２名） 企画調整会議

拡大調整会議

事 務 局
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第１０号議案

平成２０年度財団法人紀南環境整備公社会計収支予算について

平成２０年度財団法人紀南環境整備公社会計収支予算については、次のとおりとする。

平成２０年３月２７日提出

財団法人紀南環境整備公社

理事長 真 砂 充 敏

（単位：千円）

予 算 額 前年度予算額 増　減 備　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

１．事業活動収入

① 基本財産運用収入

基本財産利息収入 215 48 167 

② 補助金等収入

県補助金収入 6,184 15,593 △ 9,409 

市町村補助金収入 38,380 38,397 △ 17 

市町村業務受託収入 0 27,750 △ 27,750 

③ 雑収入

受取利息収入 8 8 0 

雑収入 1 1 0 

事業活動収入計 44,788 81,797 △ 37,009 

２．事業活動支出

① 事業費支出

候補地調査事業費支出 1,243 40,203 △ 38,960 

普及啓発事業費支出 1,697 1,119 578 

給料手当支出 14,100 14,100 0 派遣職員４名分

法定福利費支出 3,264 3,000 264 派遣職員４名分

福利厚生費支出 80 25 55 

会議費支出 110 40 70 

旅費交通費支出 1,141 498 643 

通信運搬費支出 48 32 16 

消耗品費支出 20 36 △ 16 

印刷製本費支出 136 100 36 

車両維持費支出 170 112 58 

委託費支出 1,000 1,000 0 

雑支出 1 1 0 

　 事業費支出計 23,010 60,266 △ 37,256 

② 管理費支出

給料手当支出 15,900 15,950 △ 50 派遣職員２名分

法定福利費支出 2,300 2,415 △ 115 派遣職員２名分

福利厚生費支出 28 0 28 

収    支    予    算    書
平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで

科　　　　　目
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（単位：千円）

予 算 額 前年度予算額 増　減 備　　考

会議費支出 100 62 38 

旅費交通費支出 560 530 30 

通信運搬費支出 389 386 3 

消耗什器備品費支出 40 80 △ 40 

消耗品費支出 60 160 △ 100 

印刷製本費支出 700 966 △ 266 

広告宣伝費支出 500 500 0 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ管理・更新料

図書研修費支出 82 82 0 

車両維持費支出 240 440 △ 200 

光熱水料費支出 10 10 0 

賃借料支出 294 294 0 事務所家賃

リース料支出 246 246 0 パソコンリース料

支払手数料支出 76 72 4 

租税公課支出 30 29 1 

支払利息支出 1 1 0 

雑支出 1 1 0 

　 管理費支出計 21,557 22,224 △ 667 

事業活動支出計 44,567 82,490 △ 37,923 

事業活動収支差額 221 △ 693 914 

Ⅱ　投資活動収支の部

１．投資活動収入

投資活動収入計 0 0 0 

２．投資活動支出

① 特定資産取得支出

減価償却引当資産取得支出 68 45 23 

② 固定資産取得支出

什器備品購入支出 1 1 0 

投資活動支出計 69 46 23 

投資活動収支差額 △ 69 △ 46 △ 23 

Ⅲ　財務活動収支の部

１．財務活動収入

短期借入金収入 1 1 0 

財務活動収入計 1 1 0 

２．財務活動支出

短期借入金返済支出 1 1 0 

財務活動支出計 1 1 0 

財務活動収支差額 0 0 0 

Ⅳ　予備費支出 1,952 1,161 791 

当期収支差額 △ 1,800 △ 1,900 100 

前期繰越収支差額 6,800 6,900 △ 100 

次期繰越収支差額 5,000 5,000 0 

（注）１．短期借入金の最高限度額　２，５００，０００円
　　　２．次年度以降の債務負担額　　　　　　　　　０円

科　　　　　目
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第１１号議案

任期満了に伴う財団法人紀南環境整備公社役員の選任について

財団法人紀南環境整備公社寄附行為第１９条第１項の規定に基づき、任期満了に伴う財

団法人紀南環境整備公社の役員を次のとおり選任する。

なお、就任の時期については、平成２０年４月１日とし、任期は平成２２年３月３１日

までとする。

平成２０年３月２７日提出

財団法人紀南環境整備公社

理事長 真 砂 充 敏

役 名 氏 名 役 職 名 備 考

理 事 井口 悦治 和歌山県環境生活部長 新任

理 事 小出 隆道 上富田町長 重任

理 事 佐藤 春陽 新宮市長 重任

監 事 瀬古 伸廣 新宮商工会議所会頭 重任

理 事 中田 肇 田辺商工会議所会頭 重任

理 事 中村 詔二郎 那智勝浦町長 重任

理 事 松原 繁樹 串本町長 重任

理 事 真砂 充敏 田辺市長 重任

理 事 森川 起安 南紀くろしお商工会会長 重任

理 事 森田 敏行 日置川町商工会会長 重任

監 事 山田 五良 みなべ町長 重任




